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（産業）
 短期的には国内の人手不足、長期的には労

働力人口の減少が加速
 国内のＩＣＴ人材が100万人規模で不足
 ロボットやAIと共存する社会に向けたイメー

ジや合意形成、ルール等が不足
（地域）
 地方で人口減・高齢化が加速し、都市部でも

東京圏を除き人口減少局面へ
 ロボット・AIの地域活性化への活用例は稀少

産業・地域づくりＷＧでの検討イメージ

未来イメージ（例）
＜委員会で主に検討＞

想定しうる課題（例） 産業・地域の現状（例）

＜ロボット・AIの社会進出＞

 人間の雇用を代替するのではないか？
逆に人手不足に活用できないか？

 ロボットを開発・利用する人材が不足し
ないか？国際競争力を維持できるか？

 トラブル時には誰が責任を負うのか？

 人間がコントロールしきれるのか？ 等

＜自動運転の普及拡大＞

 遅延なく安定的な通信制御が可能か？

 電気自動車やドローン等が普及する中で
国際競争力を維持できるか？

 道路や信号、建物、交通・航空ルール等
が対応可能か？

 過疎化の進む地方での交通・物流に不可
欠ではないか？ 等
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（出典）各メーカー等のホームページ

（出典）各メーカー等のホームページ

＜人体とコンピュータの融合＞

 身体機能を補完するチップや電子機器等を体
内に埋め込む技術を活用できないか？

 AR・VR等の普及で仮想と現実が交錯し、
人間の感覚が麻痺しないか？

 地域の医療・介護に活用できるか？仮想
体験を観光・誘致につなげられるか？（出典）各メーカー等のホームページ
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（産業）
 超高速・超低遅延の5Gの2020年までの導入

に向けて実証実験がスタート
 電気自動車やドローンはモジュール化して製

造しやすく、ベンチャー等の新規参入が活発
 公道や空での自動運転を前提としたインフ

ラ・制度の整備は今後の課題
（地域）
 高齢化等に伴い買い物難民が増加
 完全自動走行やドローン等の近未来技術実

証を国家戦略特区の地域で実施

（産業）
 ウェアラブル端末が普及しつつあり、社員の

体内にチップを埋め込む米企業も登場
 ゲーム等でのAR・VR利用が先行し、生活や

医療等での本格利用はまだこれから
（地域）
 地域の医療・介護は需要急増の中、施設や人材

が不足。AR・VRの地域活用事例はまだ少数。



産業・地域の現状等に関する参考資料



国内の人手不足の現状 3

（出典）東洋経済オンライン（平成２９年７月２６日）より

〇 平成29年10月の有効求人倍率は1.55倍（前月比＋0.03ポイント）。1974年１月以来43年９か月ぶり
の高水準。

〇 足元の人手不足による倒産件数は4年前の2.9倍に増加。

（出典）厚生労働省「一般職業紹介の状況について」（平成２９年12月１日）

産業



国内の労働力人口の見通し 4

〇 2016年の労働力人口は6,648万人、労働力率は60％であるが、2040年には5,268万人（▲1,380万
人）、労働力率は53.2％（▲6.8ポイント）に低下するなど、長期低下傾向。

（出典）みずほ総合研究所・みずほインサイト（平成２９年５月３１日）より

産業



ＩＣＴ人材の不足 5

（出典）総務省 情報通信審議会「IoT/ビッグデータ時代に向けた新たな情報通信政策の在り方について」第二次中間答申（平成２８年７月７日）

〇 日本のICT人材は、米国等と比較して質・量ともに不足しているとともに、ユーザ企業よりもICT企
業に多く偏在している。

〇 グローバルに競争するIoT時代を迎え、今後10年間（～2025年）で、ICT企業中心の「日本型」から
ユーザ企業中心の「米国型」への転換を図り、最大200万人規模のICT人材の創出と、最大60万人
規模の産業間人材移動を実現することが必要となる見通し。

産業
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留意すべき事項

（出典）総務省 AIネットワーク社会推進会議 報告書 2017

ロボットやＡＩと共存する上で留意すべき事項 産業



7大都市圏・地方圏別の将来の人口増減

（出典）国土交通省「新たな『国土のグランドデザイン』」参考資料（平成26年3月）
※ 2040年までは国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」（平成25年３月推計）の中位推計。2050年以降は国土交通省国土政策局による試算値。

地域



膨大な数の
センサー・端末

スマートメータ―

カメラ

５Ｇで何が変わるか

２Ｇ ３Ｇ ４Ｇ

超低遅延

多数同時接続

移動体無線技術の
高速・大容量化路線

超高速
現在の移動通信システム
より100倍速いブロードバ
ンドサービスを提供

多数同時接続
スマホ、PCをはじめ、身の

回りのあらゆる機器がネッ
トに接続

超低遅延
利用者が遅延（タイムラ
グ）を意識することなく、リ
アルタイムに遠隔地のロ
ボット等を操作・制御

５Ｇ

＜５Ｇの主要性能＞ 超高速

多数同時接続

超低遅延

社
会
的
な
イ
ン
パ
ク
ト
大

最高伝送速度 10Gbps （現行LTEの100倍、4Gの10倍）

100万台/km²の接続機器数 （現行LTEの100倍、4Gの10倍）

1ミリ秒程度の遅延 （現行LTE、4Gの10分の１）

⇒ ２時間の映画を３秒でダウンロード

⇒ロボット等の精緻な操作をリアルタイム通信で実現

⇒自宅部屋内の約100個の端末・センサーがネットに接続
（現行技術では、スマホ、PCなど数個）

ロボットを遠隔制御

8産業



 2020年（平成32年度）の5G実現に向け、2015年度（平成27年度）より超高速、大容量、低遅延等に

関する研究開発を実施

 5Gを社会実装させることを念頭に、2017年度（平成29年度）より、交通分野など具体的なフィールドを活用した

総合的な実証試験を東京及び地方で実施

５Ｇ実現に向けた取組（研究開発・総合実証試験）

アプリ・サービス
の検討

５Ｇ実証試験 （2017年度～）

・新たな市場の創出に向けて
様々な分野の関係者が参加する
実証プロジェクトを実施

FY2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022

5
Ｇ
の
更
な
る
進
化
・
高
度
化

世
界
に
先
駆
け
5
Ｇ
を
実
現

５Ｇの普及に向けた
研究開発 （2018年度～）

【予算要求中】

・５Ｇの更なる高度化を
目指した基盤技術

５Ｇ研究開発 （2015年度～）

・超高速、大容量、低遅延、多数接続に
関する要素技術の研究開発を推進

・欧州等と連携し、国際共同研究を実施

9産業



10自動車・ドローンのモジュール化

（出典）日経ものづくり（2012年９月号）より

自動車の例（マツダ） ドローンの例（DroneKIT）

米国企業の3D Roboticsが、ドローンのアプリケーションを開発
するためのSDKやAPIを提供するプラットフォームを提供

〇 自動車やドローンの製造において、部品の共通化などのモジュール化が進展。

出典：http://dronekit.io/

マツダは、全車種で共用するモジュールの設計方針を「コ
モンアーキテクチャー」として確立し、さまざまな製品・モ
ジュールを混流生産する「フレキシブル生産」の体制を構築

産業



11電気自動車・ドローン業界へのベンチャー企業の進出

（出典）各社ホームページより

電気自動車 ドローン

〇 電気自動車やドローンの製造へのベンチャー企業等の新規参入が活発。

光岡自動車（富山市）

GLM（京都市）

FOMM（川崎市）

ﾀｼﾞﾏﾓｰﾀｰｺｰﾎﾟ
ﾚｰｼｮﾝ（東京都）

日本ｴﾚｸﾄﾗｲｸ（川崎市）

rimOnO（東京都）

エアロセンス（東京都）

エンルート（埼玉県）

PRODRONE（愛知県）

自律制御システム
研究所（千葉県）

産業



12公道での自動運転実現に向けた取組（官民ITS構想・ロードマップ2017） 産業

（出典）内閣官房資料



13自動飛行実現に向けた取組（空の産業革命ロードマップ） 産業

（出典）「空の産業革命に向けたロードマップ～小型無人機の安全な利活用のための技術開発と環境整備～」（平成29年5月19日小型無人機に係る環境整備に向けた官民協議会決定）



14買い物難民の増加

（出典）農林水産政策研究所「食料品アクセス問題と高齢者の健康」（平成26年10月）より

 生鮮食料品販売店舗へのアクセスに困難が想定される人口は、2010 年の382 万人から2025 年には598 
万人に56.4 ％増加すると推計。

地域



15近未来技術実証特区における自動走行・ドローンの取組

（出典）内閣府国家戦略特区
ホームページより

地域



ウェアラブルデバイスの普及、インプラント端末の登場 16

 デバイス種別でみると、2014年時点では医療・ヘルスケア系デバイスが約半分程度を占めているが、今後はフィッ
トネス・ウェルネス系デバイスや、情報機器系デバイスが大きく成長することが予想される。

ウェアラブルデバイスの出荷台数の推移と予測
 国内では、2015年に約209万台だが、2020年までに約1,160万台まで増加すると予測。

市場規模予測（国内）

（出典）総務省 平成28年度情報通信白書

 個人情報が保存された
チップを手の皮下に埋め
込み、オフィスのドア、パソ
コン、コピー機などに手をか
ざすだけで、非接触型IC
カードのように通信する。

インプラント（埋込）端末の例

 顧客の体内にあるマイ
クロチップをスキャンし、
乗車賃の徴収等を行う。

（出典）スウェーデンの鉄道会社・SJ社のHPより（出典）米国・Three Square Market社のHPより

産業

市場規模予測（各国合計）



ＡＲ・ＶＲの現状と見通し 17

AR・VRヘッドセット出荷台数とシェア

※2017年以降は予測

（出典）IDC Japan(株)

今後の見通し
 医療関係の現場においてもVR・AR等を活用し
た製品・サービス活用に向けた取組が開始。

（出典）(株)シード・プランニング 医療分野のVR・AR・MRの市場展望

（出典）レノボ・ジャパン(株) 導入事例

 出荷台数は５年後には約１０倍に
 現在は「PlayStation®VR」などエンタメ
用途が主流

産業

出荷台数予測(全世界)

国内出荷台数シェア(2016年)



医療・介護需要の増加

（出典）日本創成会議 「東京圏高齢化危機回避戦略」参考図表（平成27年６月４日）より

 2015年から2040年にかけて、入院ニーズ（１日当たり）が30万人増、うち東京圏だけで11万人増。
 介護サービス利用者は、313万人増、うち東京圏だけで101万人増。

18地域

+30万人

+11万人

+313万人

+101万人



介護施設の不足（東京圏の例）

（出典）日本創成会議 「東京圏高齢化危機回避戦略」参考図表（平成27年６月４日）より

 2025年には東京圏での介護施設等の収容能力が不足。2040年にはその不足がより深刻に。

19地域



医療・介護人材の不足（東京圏の例）

（出典）日本創成会議 「東京圏高齢化危機回避戦略」参考図表（平成27年６月４日）より

20地域
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